
第１編　 eq \o\ad(基本事項,　　　　　)
１．用語の定義等
本利用細則は、下表に掲げる取引（以下「金融調節等取引」といいます。）の入札、応募および募入決定の通知等の事務（以下「金融調節等入札連絡事務」といいます。）について日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）の利用を認められた金融機関等店舗が、日銀ネットを利用して金融調節等入札連絡事務を行う場合に使用します。
	日本銀行が行う取引
	希望利回較差を入札に付して行う売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「日銀国債買入（利回り入札）」といいます。）

	
	基準利回りに日本銀行が金融市場調節の方針（国債買入れにかかる方針を含みます。）を踏まえて売買のつど国債の銘柄ごとに定める値を加えて得た利回りにより行う売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「日銀国債買入（固定利回り）」といいます。）

	
	希望価格較差を入札に付して行う売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「日銀国債買入（価格入札）」といいます。）

	
	買戻条件を付さない利付国債の売却（以下「日銀国債売却」といいます。）

	
	売戻条件を付さない国庫短期証券の買入（以下「日銀国庫短期証券買入」といいます。）

	
	買戻条件を付さない国庫短期証券の売却（以下「日銀国庫短期証券売却」といいます。）

	
	国債（利付国債および国庫短期証券をいいます。以下同じです。）の売戻条件付買入（以下「日銀国債買現先」といいます。）

	
	国債の買戻条件付売却（以下「日銀国債売現先」といいます。）

	
	補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却（以下「日銀国債売現先（国債補完供給）」といいます。）

	
	日本銀行本店のみを貸付店とする金利入札方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年以内であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞」といいます。）

	
	日本銀行本店のみを貸付店とする固定金利方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年以内であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞」といいます。）

	
	日本銀行本店および支店を貸付店とする金利入札方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年以内であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞」といいます。）


	
	日本銀行本店および支店を貸付店とする固定金利方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年以内であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞」といいます。）

	
	日本銀行本店のみを貸付店とする金利入札方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年超であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞」といいます。）

	
	日本銀行本店のみを貸付店とする固定金利方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年超であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞」といいます。）

	
	日本銀行本店および支店を貸付店とする金利入札方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年超であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞」といいます。）

	
	日本銀行本店および支店を貸付店とする固定金利方式による共通担保資金供給オペレーションのうち貸付期間が１年超であるもの（以下「日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞」といいます。）

	
	コマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入（以下「日銀ＣＰ等買現先」といいます。）

	
	手形の売出（以下「日銀手形売出」といいます。）

	財政融資資金が行う取引
	売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「財融資金国債買入」といいます。）

	
	利付国債の売戻条件付買入（以下「財融資金国債買現先」といいます。）

	
	銘柄毎に売却予定額を設定しないで行う利付国債の買戻条件付売却（以下「財融資金国債売現先」といいます。）

	
	銘柄毎に売却予定額を設定して行う利付国債の買戻条件付売却（以下「財融資金国債売現先（銘柄上限）」といいます。）

	国債整理基金が行う取引
	希望利回較差を入札に付して行う売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「国整基金国債買入（利回り入札）」といいます。）

	
	希望価格較差を入札に付して行う売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「国整基金国債買入（価格入札）」といいます。）

	
	国整基金国債買入（価格入札）の後に行われるあらかじめ買入価格と応募限度額を定めて行う入札による売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「国整基金国債買入（追加入札）」といいます。）


本利用細則で使用する用語の定義については、「日本銀行が行う国債売買に関する基本約定」、「日本銀行が行う国庫短期証券売買に関する基本約定」、「日本銀行が行う国債の条件付売買に関する基本約定」、「日本銀行が補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却に関する基本約定」、「日本銀行が行う共通担保資金供給オペレーションに関する基本約定」、「日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する基本約定」、「日本銀行が行う手形売出に関する基本約定」、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「金融調節等入札連絡事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」その他の日本銀行が定めた規則等によるほか、以下のとおりとします。
（１）入札実施決定者
金融調節等取引の入札を実施することを決定する者をいいます。具体的には、日本銀行、財政融資資金または国債整理基金のいずれかを指します。
（２）取引種類
金融調節等取引の種類をいいます。
（３）対象先
金融調節等入札連絡事務についての日銀ネットの利用を認められた金融機関等店舗のうち、入札実施決定者が金融調節等取引の入札に参加させる先をいいます。
（４）オンライン応募
対象先が日銀ネットを利用して金融調節等取引の入札に応募することをいいます。
（５）スタート日
買入日（取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）、日銀国庫短期証券買入、日銀国債買現先、日銀ＣＰ等買現先、財融資金国債買入、財融資金国債買現先、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合）、売却日（取引種類が日銀国債売却、日銀国庫短期証券売却、日銀国債売現先、日銀国債売現先（国債補完供給）、財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合）、貸付日（取引種類が日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞または日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合）または売出日（取引種類が日銀手形売出の場合）をいいます。
　　
（６）エンド日

売戻日（取引種類が日銀国債買現先、日銀ＣＰ等買現先または財融資金国債買現先の場合）、買戻日（取引種類が日銀国債売現先、日銀国債売現先（国債補完供給）、財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合）、返済期日（取引種類が日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞または日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合）または満期日（取引種類が日銀手形売出の場合）をいいます。

２．入札事務担当部署等の届出

（１）届出事項

金融調節等取引の種類毎に、次の①から⑤までに掲げる事項を日本銀行業務局（ただし日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞または日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合において、貸付店が日本銀行支店のときには、貸付店の業務課）に、書面により届出てください。
また、⑥に掲げる事項を日本銀行金融市場局に、日本銀行金融市場オンライン（注）（以下「市場オンライン」といいます。）により届出てください（ただし、日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）と日銀国債売却はあわせて「日銀国債売買」、日銀国庫短期証券買入と日銀国庫短期証券売却はあわせて「日銀国庫短期証券売買」、日銀国債買現先と日銀国債売現先はあわせて「日銀国債現先」、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞および日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞はあわせて「日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）」、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞および日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞はあわせて「日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）」、財融資金国債売現先と財融資金国債売現先（銘柄上限）はあわせて「財融資金国債売現先」、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）と国整基金国債買入（追加入札）はあわせて「国整基金国債買入」として、それぞれ届出を行ってください。）。
届出た事項に変更があった場合も同様とします。なお、①から⑤までに掲げる事項は、当座勘定取引その他の取引のために日本銀行業務局（ただし日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞または日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合には、貸付店の業務課）に届出済である場合には、届出を要しません。
障害その他の事由によりバックアップ拠点（「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（共通事務）」にいうバックアップ拠点をいいます。）で業務を継続する可能性がある場合には、「金融調節等取引入札事務担当部署等届出書（バックアップ拠点用）」（第１号書式の２）により、市場オンライン（注）で日本銀行金融市場局に届出を行ってください。
また、実際にバックアップ拠点に移行する場合には、事前に日本銀行金融市場局までご連絡ください。

①商号（商号がない場合には名称）

②所在地
③代表者の氏名

④代理人により取引を行う場合にはその職名および氏名

⑤取引に使用する印鑑または署名鑑

⑥入札に関する事務を担当する部署の名称、住所、役職名等、電話番号およびファクシミリ番号（第１号書式を使用してください。）
（注）市場オンラインの障害その他の事由により、これが利用できない場合には、日本銀行金融市場局に連絡し、その指示に従ってください。
（２）届出に関する注意事項

（１）の規定により現に届出られている事項が事実と異なるために、日本銀行からの通知が延着し、または到達しなかった場合には、当該通知は通常到達すべき時に到達したものとみなします。

３．金融調節等入札連絡事務用の端末認証装置
金融調節等入札連絡事務に関するＥＸ一方通知電文を受信する入出力グループに紐付けられた端末認証装置のうち、端末認証装置番号の最も小さいものが同事務用の端末認証装置（注１）（注２）となります。

（注１）この端末認証装置を利用して金融調節等入札連絡事務以外の事務（日銀ネットを利用して行うことができる事務をいいます。）を行うことも可能です。
（注２）利用細則（共通事務）第１編Ⅳ．２．による端末認証装置の発行または抹消を行った場合に、金融調節等入札連絡事務用の端末認証装置が変更となることがあります。当該変更があった場合には、変更後に金融調節等入札連絡事務用となる端末認証装置を同事務で使用することが可能となるよう、端末認証装置の入出力グループの割当ての変更その他の必要な措置を講じてください。なお、この場合の措置として、端末認証装置（障害時用）として発行されたものとそれ以外の端末認証装置の入替えを行う場合には、入替後の用途に従い端末認証装置の「障害時用」の表示の変更を併せて実施してください。
４．事務の概要等
日銀ネットを利用して金融調節等入札連絡事務を行う場合の事務の概要は以下のとおりです。なお、日本銀行が入札実施決定者である金融調節等取引のタイムテーブルは、日本銀行のホームページに掲載しています（ただし、当該タイムテーブルとは異なるタイムテーブルによる場合もあります。）。

①　日本銀行は、対象先に対して、「入札要項通知」（4111-00200、4111-00202、4111-00203、4111-00204、4111-00205または4111-00206）（注）の送信により、金融調節等取引にかかる入札の要項を通知します。

（注）出力帳票のコードを示します（以下同じです。）。

②　対象先は、「入札要項通知」を受信したことを確認のうえ、入札に応募する場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード411101）により、「入札要項通知・募入決定通知受信」を日本銀行に送信します。

③　対象先は、入札に応募する場合には、「入札要項通知」に示された応募締切時刻までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード411201）により、「応募通知」を日本銀行に送信します（以下この電文を送信した対象先を「応募先」といいます。）。なお、応募を見送る場合には、当該電文を日本銀行に送信する必要はありません。

④　日本銀行は、応募先に対して、「募入決定通知」（4111-00300、4111-00302、4111-00303、4111-00304、4111-00305または4111-00306）の送信により、募入結果を通知します。

⑤　応募先は、「募入決定通知」を受信したことを確認のうえ、所定の端末操作手順（業務処理区分コード411101）により、「入札要項通知・募入決定通知受信」を日本銀行に送信します（「募入決定通知」に示された落札総額が０円となった場合にもこの電文の送信が必要です。）。

５．入札要項番号

日本銀行は、「入札要項通知」に任意の番号を付番します（以下「入札要項番号」といいます。）。入札要項番号は、「入札要項通知」、「募入決定通知」等各種通知に表示され、対象先がオンライン応募を行う場合には、この入札要項番号を指定する必要があります。
６．取引対象等

（１）取引対象

金融調節等取引の取引対象は、第１編の２に掲げるとおりです。

（２）入札の方式および計算式等

金融調節等取引の入札の方式ならびに入札に用いる「売買利回り」、「売買価格」、「利回較差」、「期間利回り」、「借入利率」、「割引率」等の定義および計算式については、下表に掲げる基本約定、細則等をご覧ください。
	取引種類
	基本約定
	細則

	日銀国債買入

（利回り入札）
	日本銀行が行う国債売買に関する基本約定
	日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（国債売買等関係事務）

	日銀国債買入
（固定利回り）
	
	

	日銀国債買入

（価格入札）
	
	

	日銀国債売却
	
	

	日銀国庫短期証券買入
	日本銀行が行う国庫短期証券売買に関する基本約定
	

	日銀国庫短期証券売却
	
	

	日銀国債買現先
	日本銀行が行う国債の条件付売買に関する基本約定
	

	日銀国債売現先
	
	

	日銀国債売現先

（国債補完供給）
	日本銀行が補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却に関する基本約定
	

	日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞
	日本銀行が行う共通担保資金供給オペレーションに関する基本約定

	日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（入札型電子貸付（共通担保資金供給オペレーション）関係事務）


	日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞
	
	

	日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞
	
	

	日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞
	
	

	日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞
	日本銀行が行う共通担保資金供給オペレーションに関する基本約定

	日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（入札型電子貸付（共通担保資金供給オペレーション）関係事務）


	日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞
	
	

	日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞
	
	

	日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞
	
	

	日銀手形売出
	日本銀行が行う手形売出に関する基本約定
	日本銀行が行う手形売出に関する細則

	財融資金国債買入
	──
	財政融資資金が行う売戻条件を付さない国債の買入に関する事務手引き

	財融資金国債買現先
	──
	財政融資資金が行う国債の売戻条件付買入に関する事務手引き

	財融資金国債売現先
	──
	財政融資資金が行う国債の買戻条件付売却に関する事務手引き

	財融資金国債売現先

（銘柄上限）
	──
	

	国整基金国債買入

（利回り入札）
	──
	日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（国債売買等関係事務）

	国整基金国債買入

（価格入札）
	──
	

	国整基金国債買入

（追加入札）
	──
	


	日銀ＣＰ等買現先
	日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する基本約定
	日本銀行が行うコマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入に関する細則


（３）日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債売却、日銀国庫短期証券買入、日銀国庫短期証券売却、財融資金国債買入および国整基金国債買入（利回り入札）の基準利回り
1  一の営業日における一の銘柄の基準利回りは、日本銀行が入札の通知を行う日の前営業日に、日本証券業協会が日本銀行が入札の通知を行う日付で発表する公社債店頭売買参考統計値表におけるその銘柄の平均値の単利利回りとします。ただし、当該単利利回りがない銘柄（以下①において「対象銘柄」といいます。）の基準利回りについては、次のとおりとします。
イ、日本銀行が入札の通知を行う日付の公社債店頭売買参考統計値表が、全銘柄の利付国債（変動利付国債および物価連動国債を除きます。以下①において同じです。）および国庫短期証券について発表されない場合
日本証券業協会が日本銀行が入札の通知を行う日の前営業日付で発表する公社債店頭売買参考統計値表における対象銘柄の平均値の単利利回り（当該単利利回りがない場合には、日本証券業協会が直近の日付で発表する対象銘柄の平均値の単利利回り）を、当該銘柄の基準利回りとします。
ロ、日本銀行が入札の通知を行う日付の公社債店頭売買参考統計値表が、一部銘柄の利付国債または国庫短期証券について発表されない場合
日本証券業協会が日本銀行が入札の通知を行う日付で発表する公社債店頭売買参考統計値表における次の基準により選定した銘柄（以下「利回参照銘柄」といいます。）の平均値の単利利回りを、対象銘柄の基準利回りとします。
なお、利回参照銘柄は、利付国債または国庫短期証券の別にそれぞれ選定します。
（イ）償還期日が同じ銘柄（ただし、当該銘柄が複数存在する場合には、利回りが最も高い銘柄）
（ロ）（イ）の銘柄が存在しない場合には、償還期日が最も近い銘柄
（ハ）（ロ）の銘柄が複数存在する場合には、償還期日が遅く到来する銘柄（ただし、当該銘柄が複数存在する場合には、利回りが最も高い銘柄）
②　日本銀行が①によることが適当でないと判断した場合には、日本銀行が別途通知する利回りを基準利回りとします。
（４）日銀国債買入（価格入札）、国整基金国債買入（価格入札）および国整基金国債買入（追加入札）の基準価格
一の営業日における一の銘柄の基準価格は、日本銀行が入札の通知を行う日の前営業日に、日本証券業協会が日本銀行が入札の通知を行う日付で発表する公社債店頭売買参考統計値表におけるその銘柄の平均値の単価とします。ただし、当該単価がない銘柄の基準価格については、日本証券業協会が日本銀行が入札の通知を行う日の前営業日付で発表する公社債店頭売買参考統計値表における当該銘柄の平均値の単価（当該単価がない場合には、日本証券業協会が直近の日付で発表する当該銘柄の平均値の単価）とします。
なお、日本銀行がこれらによることが適当でないと判断した場合には、日本銀行が別途通知する価格を基準価格とします。
（５）日銀国債売現先（国債補完供給）の上限期間利回り

日本銀行が市場動向等を勘案して定める利回りとします。

（６）日銀国債売現先（国債補完供給）の事前準備および「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」の送信
イ、事前準備
日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる金融調節等入札連絡事務においては、日本銀行と対象先間の連絡のために、原則として、日本銀行金融市場オンライン（以下「市場オンライン」といいます。）を利用します。市場オンラインの利用にあたっては、ロ．に定めるほか、「日本銀行金融市場オンラインユーザマニュアル　金融機関編」に従ってください。
ロ、「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」の送信
対象先は、日銀国債売現先（国債補完供給）の入札の実施を希望する場合には、日銀国債売現先（国債補完供給）の入札の実施を希望する日の次の①または②に掲げる時間に、日銀国債売現先（国債補完供給）の入札の実施を希望する旨、実施を希望する入札の別（注）および売却を希望する銘柄を「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」（第４号書式）により日本銀行金融市場局まで市場オンラインにより送信してください。日本銀行は、必要に応じて、電話等により、内容の確認をすることがあります。
1 午前入札（午前に「入札要項通知」を送信する入札をいいます。以下同じです。）の実施を希望する場合

午前９時から午前１１時１５分までの間

②午後入札（午後に「入札要項通知」を送信する入札をいいます。以下同じです。）の実施を希望する場合

午後０時３０分から午後１時１５分までの間

なお、市場オンラインの障害により送信ができない等、やむを得ない事情がある場合に限り、日本銀行はファクシミリにより日銀国債売現先（国債補完供給）の入札実施の希望を願出ることを認めます。
日本銀行は、原則として同一銘柄について１先以上の日銀国債売現先（国債補完供給）の対象先から「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」を受信した場合その他日本銀行が適当と認める場合に、日銀国債売現先（国債補完供給）の入札を実施します。
なお、日本銀行は、「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」を送信した対象先に対して、個別に入札の実施の可否は連絡しませんので、注意してください。

（注）午前入札または午後入札のいずれかを指定してください。
７．入札

（１）「入札要項通知」の受信
日本銀行は、対象先に対して、「入札要項通知」を送信します。

対象先が「入札要項通知」を受信した場合には、ブザー音が連続して鳴動しますので、ブザー停止ボタンを押したうえでＥＸ電文受信手順に従い、直ちに「入札要項通知」を出力してください（注）。
なお、日本銀行は、必要があると認める場合には、当該通知の送信のほかに電話等により入札に関する連絡を行います。この場合、対象先は、日本銀行の指示に従ってください。

（注）障害等により対象先が当該通知を受信できない場合には、入札要項の通知は電話等により行います。

出力帳票は以下のとおりです。
	（取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債
買入（価格入札）、日銀国債売却、日銀国庫短期証券買入、日銀国庫短期証券売却、
財融資金国債買入、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合）
（4111-00203、4111-00204）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局
入　札　要　項　通　知
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　以下のとおり入札要項を通知します。応募締切時刻までに応募額等を通知して下さい。
 　　　入札要項番号　　　　　　　─
 　　　入札実施決定者　　　　　　─　　─────
 　　　取引種類　　　　　　　　　──　─────
 　　　予定総額　　　　　　　　　─── ―（注１）（注２）
 　　　応募限度額　　　　　　　　─── （注３）―（注１）
 　　　応募締切時刻　　　　　　　本日 ─時─分
 　　　スタート日　　　　　　　　────

 　　　備考　　　　　　　　──────────────────────────────
 　　　　　　　　　　　　　──────────────────────────────
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注４）（注５）



	

	対　象　銘　柄　情　報
 　入札要項番号：─　　　　対象銘柄（注６）　　　　　　　　　　基準利回り等　　予定額　　 限度額
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―（注１）　　―（注１）

 　　　　　　　　　　（注７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注５）（注８）　　（注９）　　　（注９）
 　　　　　　　　　─ ─────　────────────　――――――　　───　　───



	


（注１）金額の単位が表示されます。
（注２）取引種類が日銀国債買入（固定利回り）の場合において、日本銀行が買入予定総額の上限を設定しないときは便宜的に「９，９９９，９９９億円」と表示されます。
（注３）応募限度額を定める場合にのみ表示されます。

（注４）日本銀行からの連絡事項がある場合には、その連絡事項が表示されます。なお、取引種類が日銀国債買入（利回り入札）または日銀国債買入（固定利回り）の場合には、買入対象銘柄に関する残存期間による区分についての連絡事項が表示されます。取引種類が日銀国債買入（利回り入札）の場合において、日本銀行が希望利回較差の下限を設定するときは当該希望利回較差の下限が表示されます。取引種類が日銀国債買入（固定利回り）の場合には、基準利回りに加える値が表示されます。
また、６．（３）①ただし書もしくは②または（４）ただし書もしくはなお書きの場合には、基準利回りまたは基準価格として適用される単利利回りまたは単価についての連絡事項が表示されます。
（注５）６．（３）①ただし書もしくは②または（４）ただし書もしくはなお書きの場合には、「備考」欄または「基準利回り等」欄に、基準利回りまたは基準価格として適用される単利利回りまたは単価が表示されます。
（注６）売買対象となる国債の銘柄コードおよび名称（略称）が表示されます。
（注７）各明細について１からの連続番号を表示します。

（注８）取引種類が国整基金国債買入（追加入札）の場合には、買入価格が表示されます。

（注９）設定する場合にのみ表示されます。
	（取引種類が日銀国債買現先、日銀国債売現先、日銀国債売現先（国債補完供給）、財融資金国債
買現先、財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合）
（4111-00205）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局
入　札　要　項　通　知
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　以下のとおり入札要項を通知します。応募締切時刻までに応募額等を通知して下さい。

 　　　入札要項番号　　　　　　　─

 　　　入札実施決定者　　　　　　─　　─────

 　　　取引種類　　　　　　　　　──　─────

 　　　予定総額　　　　　　　　　─── （注１） ―（注２）
 　　　応募限度額　　　　　　　　─── （注３）―（注２）
 　　　応募締切時刻　　　　　　　本日 ─時─分

 　　　スタート日　　　　　　　　────

 　　　エンド日　　　　　　　　　────

 　　　備考　　　　　　──────────────────────────────

 　　　　　　　　　　　──────────────────────────────

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注４）


	

	対　象　銘　柄　情　報
入札要項番号：─　　　　対象銘柄（注５）　　　　　　　　　　　基準利回り等　　予定額　　限度額

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―（注２）　　―（注２）
 　　　　 （注６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注７）　　　（注８）　　　（注８）
 　　　　　─ ─────  ─────────────　――――――　　───　　───



	


（注１）取引種類が日銀国債売現先（国債補完供給）の場合には、全対象銘柄にかかる売却対象銘柄毎の予定額の合計額とみなしてください（便宜的に、９，９９９，９９９億円と表示します。）。 

（注２）金額の単位が表示されます。
（注３）応募限度額を定める場合にのみ表示されます。なお、取引種類が日銀国債売現先（国債補完供給）の場合には、応募限度額は表示されませんが、売却対象銘柄毎の限度額の合計額とみなしてください。
（注４）日本銀行からの連絡事項がある場合には、その連絡事項が表示されます。なお、取引種類が日銀国債売現先（国債補完供給）の場合には、上限期間利回り等が表示されます。
（注５）売買対象となる国債の銘柄コードおよび名称（略称）が表示されます。
（注６）各明細について１からの連続番号を表示します。
（注７）何も表示されません。
（注８）設定する場合にのみ表示されます。なお、取引種類が日銀国債売現先（国債補完供給）である場合には、「予定額」の欄には売却対象銘柄毎の売却上限額が、また、「限度額」の欄には売却対象銘柄毎の応募限度額がそれぞれ表示されます。

	（取引種類が日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ
（本店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀ＣＰ等買現先または日銀手形売出の場合）
（4111-00200、4111-00202、4111-00206）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局
入　札　要　項　通　知
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　以下のとおり入札要項を通知します。応募締切時刻までに応募額等を通知して下さい。

 　　　入札要項番号　　　　　　　─

 　　　入札実施決定者　　　　　　─　　─────

 　　　取引種類　　　　　　　　　──　─────

 　　　予定総額　　　　　　　　　─── ―（注１）（注２）
 　　　応募限度額　　　　　　　　───（注３）―（注１）
 　　　応募締切時刻　　　　　　　本日 ─時─分

 　　　スタート日　　　　　　　　────
 　　　エンド日　　　　　　　　　────
　　　 利息決済日　　　　　　　　────（注４）

 　　　貸付利率（注４）　　　　　　　────（注５）応募通知の「期間利回り等」欄にはこの値を入力して下さい（注５）
 　　　（固定金利方式の場合）
 　　　備考　　　　　　　　──────────────────────────────

 　　　　　　　　　　　　　──────────────────────────────　 (注６)




（注１）金額の単位が表示されます。
（注２）取引種類が日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合において、日本銀行が貸付予定総額の上限を設定しないときは便宜的に「９，９９９，９９９億円」と表示されます。
（注３）応募限度額を定める場合にのみ表示されます。
（注４）設定されていない場合には、項目も含めて表示されません。
（注５）取引種類が、「日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞」、「日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞」、「日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞」または「日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞」の場合に表示されます。

（注６）日本銀行からの連絡事項がある場合にはその連絡事項が表示されます。取引種類が日銀ＣＰ等買現先および日銀手形売出の場合には、資金決済時刻に関する連絡事項が表示されます。
（２）「入札要項通知・募入決定通知受信」の送信（「入札要項通知」を受信した旨の送信）
（１）の「入札要項通知」が出力されると同時に、端末画面に「入札要項通知・募入決定通知受信」の入力画面が表示されます（注１）。

対象先は、「入札要項通知」を受信したことを確認のうえ、所定の端末操作手順（業務処理区分コード411101）に従い、「入札要項通知・募入決定通知受信」を日本銀行に送信します。日本銀行は、当該電文を受信した場合には、その送信を行った対象先に対して、「入札要項通知・募入決定通知受信送信受付済通知」（4111-00100）を送信します。
金融調節等入札連絡事務を円滑に運営していくためには、対象先が「入札要項通知」を受信したことを、日本銀行において迅速に確認する必要がありますので、「入札要項通知・募入決定通知受信」の送信は、「入札要項通知」受信後、直ちに行ってください（注２）。
（注１）「入札要項通知・募入決定通知受信」の入力は権限者１鑑方式により行います。このため、オペレータが「入札要項通知」の出力を行っても、「入札要項通知・募入決定通知受信」を送信することができませんので、誤って、オペレータが「入札要項通知」の出力を行った場合には、入力画面のキャンセルボタンを押してください。その後、「入札要項通知・募入決定通知受信」の権限範囲が登録された送信権限者がサインオンを行い、未出力電文一覧または受信電文一覧から「入札要項通知・募入決定通知受信」の入力画面を再度表示したうえで、通知受信の旨の入力を速やかに行ってください。
（注２）対象先が入札に応募しない場合には、「入札要項通知・募入決定通知受信」の送信を要しませんが、入札に応募する場合には、必ず「入札要項通知・募入決定通知受信」を送信する必要があります。「入札要項通知・募入決定通知受信」の送信を行わずに、「応募通知」を送信することはできません。
（３）「応募通知」の送信（オンライン応募）

対象先は、「入札要項通知」に表示された応募締切時刻までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード411201）に従い、「応募通知」を日本銀行に送信することによって、「入札要項通知」に示された入札へのオンライン応募を行うことができます（応募を見送る場合には、「応募通知」を日本銀行に送信する必要はありません。）。

日本銀行は、当該電文を受信した場合には、その送信を行った応募先に対して、「応募通知送信受付済通知」（4112-00100）を送信します。

オンライン応募を行うに当っては、とくに以下の点に注意してください。

①　応募締切時刻の厳守
日本銀行は、「入札要項通知」に示された応募締切時刻までに受信した「応募通知」のみを受け付けます（応募締切時刻後に到着した「応募通知」はエラーとなります。）。
応募締切時刻の延長は一切認められませんので、十分に注意してください（注）。
なお、オンライン応募は、（２）の「入札要項通知・募入決定通知受信」の送信を行った後に行ってください。
（注）応募締切時刻間際になって日銀ネット端末装置、回線または端末認証装置に障害が発生した場合には、電話等による応募への移行も不可能になることがあります。また、一旦共通受付済応答（ＲＥＳ電文）を受信した後、ＥＸ応答電文のエラー電文を受信した場合には、改めて「応募通知」を入力し直したうえ、送信する必要があります。こうした場合に備えて、十分時間的な余裕をみておくことが必要です。
②　送信した「応募通知」の訂正または取消
送信した「応募通知」は、改めて「応募通知」を日本銀行に送信する（「応募通知」の送信区分を「再送信」とします。）ことにより訂正することができます。応募締切時刻までは、「応募通知」の訂正を何回でも行うことができますが、日本銀行は、応募締切時刻までに受信した「応募通知」のうち最後に受信したもののみを有効な応募として受け付けます。なお、送信済みの「応募通知」の取消を行う場合には、応募額を０円とした「応募通知」を送信します。
③　応募口数、応募銘柄数および銘柄別応募口数の限度
オンライン応募には、取引種類ごとに応募口数、応募銘柄数および銘柄別応募口数の総てまたは一部に下表の限度があります。

また、下表の応募口数の範囲内であっても、分割してオンライン応募を行うこと（注）は認められません。

（注）　例えば、最初に２０口分の「応募通知」を送信し、その後、１０口分の「応募通知」を送信区分を「再送信」として送信した場合には、日本銀行は、後者の「応募通知」のみを有効な応募として受け付けます（なお、２度目以後の送信に際して、送信区分を「通常」とした場合には、エラーとなります。）。

	取引種類
	応募口数の限度
	応募銘柄数の限度
	銘柄別応募口数の限度

	日銀国債買入（利回り入札）
	４０口
	２０銘柄
	３０口

	日銀国債買入（固定利回り）
	２０口
	２０銘柄
	１口

	日銀国債買入（価格入札）
	４０口
	２０銘柄
	３０口

	日銀国債売却
	４０口
	２０銘柄
	３０口

	日銀国庫短期証券買入
	４０口
	２０銘柄
	３０口

	日銀国庫短期証券売却
	４０口
	２０銘柄
	３０口

	日銀国債買現先
	３０口
	－
	－

	日銀国債売現先
	３０口
	－
	－

	日銀国債売現先（国債補完供給）
	２０口
	２０銘柄
	１口

	日銀共通担保資金供給オペ

（本店貸付）＜金利入札方式＞
	３０口
	－
	－

	日銀共通担保資金供給オペ

（本店貸付）＜固定金利方式＞
	1口
	－
	－

	日銀共通担保資金供給オペ

（全店貸付）＜金利入札方式＞
	３０口
	－
	－

	日銀共通担保資金供給オペ

（全店貸付）＜固定金利方式＞
	1口
	－
	－

	日銀共通担保資金供給オペ

（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞
	３０口
	－
	－

	日銀共通担保資金供給オペ

（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞
	1口
	－
	－

	日銀共通担保資金供給オペ

（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞
	３０口
	－
	－

	日銀共通担保資金供給オペ

（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞
	1口
	－
	－

	日銀ＣＰ等買現先
	１５口
	－
	－

	日銀手形売出
	３０口
	－
	－

	財融資金国債買入
	６０口
	１０銘柄
	６０口

	財融資金国債買現先
	３０口
	－
	－

	財融資金国債売現先
	６０口
	１０銘柄
	６０口

	財融資金国債売現先（銘柄上限）
	６０口
	１０銘柄
	６０口

	国整基金国債買入（利回り入札）
	４０口
	１０銘柄
	４０口

	国整基金国債買入（価格入札）
	４０口
	２０銘柄
	４０口

	国整基金国債買入（追加入札）
	２０口
	２０銘柄
	１口


④　売買利回り等および売買価格の小数点以下の桁数
売買利回り等（売買利回り、利回較差、期間利回り、借入利率または割引率。パーセント単位。）および売買価格（額面100円当たり）の小数点以下の桁数は、売買利回りおよび利回較差については３桁までとし、また、期間利回り、借入利率、割引率および売買価格については２桁までとします。

⑤　売買利回り等および売買価格の値

（売買利回り）

日銀国庫短期証券買入、日銀国債買入（利回り入札）および日銀国債買入（固定利回り）を除き、正の値としてください。日銀国庫短期証券買入および日銀国債買入（利回り入札）については、正、負またはゼロのいずれかの値としてください。ただし、日銀国債買入（利回り入札）について、日本銀行が希望利回較差の下限を設定する場合には、当該希望利回較差の下限に基準利回りを加えた値以上の値としてください。日銀国債買入（固定利回り）については、基準利回りに入札要項通知において通知する「基準利回りに加える値」を加えた値としてください。
（売買価格）
正の値としてください。
（利回較差）

正、負、ゼロのいずれかの値とすることができますが、基準利回りとの和が正の値となる値としてください。

（期間利回り）

日銀ＣＰ等買現先および財融資金国債買現先の場合には、正の値としてください。日銀国債買現先、日銀国債売現先、日銀国債売現先（国債補完供給）、財融資金国債売現先および財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合には、正、負、ゼロのいずれかの値とすることができます。ただし、日銀国債売現先（国債補完供給）の場合には、上限期間利回り以下の値としてください。

（借入利率）
正またはゼロのいずれかの値としてください。日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞または日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合には、入札要項通知において通知する値を入力してください。
（割引率）

正の値としてください。

⑥　応募額

応募額は額面金額により表示した単位の整数倍の金額としてください。
⑦　日銀ＣＰ等買現先の場合のファクシミリ送信

応募締切時刻までに、売渡を希望するＣＰの額面金額および額面金額別の枚数または短期社債等の振替の最低単位および振替の最低単位別売渡希望単位数を「ＣＰ等買現先オペ券面金額別枚数等通知」（第２号書式）により日本銀行金融市場局までファクシミリ送信してください（ファクシミリ番号は［参考］を参照してください。）。

また、この送信に際しては、「ＣＰ等買現先オペ券面金額別枚数等通知」において、売渡希望額の合計額が売渡を希望するＣＰの額面金額とその額面金額別の枚数を乗じた金額および短期社債等の振替の最低単位とその振替の最低単位別売渡希望単位数を乗じた金額の合計額と一致すること、および総ての希望期間利回り別売渡希望額が売渡を希望するＣＰまたは短期社債等のいずれかの組合わせにより過不足なく構成できることを確認のうえ行ってください。
日本銀行は、ファクシミリ送信を受けた「ＣＰ等買現先オペ券面金額別枚数等通知」の内容に不備がある場合または「ＣＰ等買現先オペ券面金額別枚数等通知」の内容が日銀ネットによる「応募通知」の内容と相違する場合には、その応募の全部または一部が行われなかったものとして取扱うことがあります。
（４）「募入決定通知」の受信（応募先のみ）

日本銀行は、応募先に対して、「募入決定通知」を送信し、募入結果を通知します。
応募先が「募入決定通知」を受信した場合には、ブザー音が連続して鳴動しますので、ブザー停止ボタンを押したうえでＥＸ電文受信手順に従い、直ちに「募入決定通知」を出力してください（注）。
（注）障害等により応募先が当該通知を受信できない場合には、募入結果の通知は電話等により行います。

日本銀行は、募入決定に当っては、次のとおり取扱うことがあります。

1 　日銀国債買入（利回り入札）、日銀国庫短期証券買入、日銀国債買現先、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀ＣＰ等買現先、財融資金国債買入、財融資金国債買現先または国整基金国債買入（利回り入札）の場合

最も小さい利回較差もしくは最も低い期間利回りにおける買入額または最も低い貸付利率における貸付金額を、応募先が通知したその利回較差等における応募額未満の適宜の金額とすること。
2 　日銀国債買入（固定利回り）、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞または日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合

買入額または貸付金額を、応募先が通知した応募額未満の適宜の金額とすること。
③　日銀国債売却、日銀国庫短期証券売却、日銀国債売現先、日銀手形売出、財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合

最も大きい利回較差もしくは割引率または最も高い期間利回りにおける売却額を、応募先が通知したその利回較差等における応募額未満の適宜の金額とすること。
④　日銀国債売現先（国債補完供給）の場合
イ、募入の対象となる銘柄毎の応募額を算出するに当って、銘柄毎の応募額を応募先が通知する期間利回りの低いものから順次、その額が日本銀行の通知する当該銘柄の売却上限額となるまで累計する場合には、累計の対象とする銘柄毎の期間利回りのうち最も高い期間利回りにおける応募額未満の適宜の額を累計の対象とすること。

ロ、最も高い期間利回りにおける売却額を、応募先が通知したその期間利回りにおける応募額未満の適宜の金額とすること。

ハ、６．（６）に規定する「日銀国債売現先（国債補完供給）入札実施希望に関する願書」を対象先から受信したことに基づいて日本銀行が入札を実施する場合には、募入の対象となる各銘柄について、当該銘柄にかかる当該希望通知を日本銀行に送信していない対象先から行われた応募は、募入外とすること。
⑤　日銀国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（価格入札）の場合
最も大きい価格較差（応募先が希望した売買価格から基準価格を差し引いた値をいいます。以下同じです。）における買入額を、応募先が通知したその価格較差における応募額未満の適宜の金額とすること。
出力帳票は以下のとおりです。
	（取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）、
日銀国債売却、日銀国庫短期証券買入、日銀国庫短期証券売却、財融資金国債買入、国整基金国債買入
（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合）
（4111-00303、4111-00304）

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局

募  入  決  定  通  知

 以下の取引の募入決定を通知します。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）　　　　　（注１）（注２）　
 　入札要項番号　　　　　　　　　　　　　　　　　取引実行日　　　　　　　　　　　取引通番　　　
 　対象先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売買等種類区分　　　　　　（注１）　
 　　　　　　　　　　（注３）　　（注４）　
 　落札総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　銘柄別期間利回り等別落札額

 　　（注５）　　　　　　　　　　　（注６）　　　　　　　　　　（注７）　　　　　　　（注８）　　　　　　（注９）
 　銘柄　　　　　　　　期間利回り等　　落札額　売却価格（円）　売却価額（円）[A]　売却代金（円）
 　　　　　契約番号　　　　　　　　　　　　（注４）［100円当り］　経過利子（円）[B]　　[A+B]

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　
 　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）（注10）　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）



（注１）取引種類が財融資金国債買入の場合には表示されません。「取引実行日」および「取引通番」は、日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）、日銀国債売却、日銀国庫短期証券買入、日銀国庫短期証券売却、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）および国整基金国債買入（追加入札）の後続事務で使用します（詳しくは利用細則（国債売買等関係事務）第１編を参照してください。）。また、「売買等種類区分」には、取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）、日銀国庫短期証券買入、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）および国整基金国債買入（追加入札）の場合には「１買入」、取引種類が日銀国債売却または日銀国庫短期証券売却の場合には「２売却」と表示されます。
（注２）落札総額が０円の場合には表示されません。
（注３）落札総額が０円の場合には「０」（ゼロ）が表示されます。

（注４）金額の単位が表示されます。
（注５）銘柄コードおよび名称（略称）が表示されます。

（注６）売買利回り（取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債売却、日銀国庫短期証券買入、日銀国庫短期証券売却または国整基金国債買入（利回り入札）の場合）、売買利回較差（取引種類が財融資金国債買入の場合）、売買価格（取引種類が日銀国債買入（価格入札）、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合）が表示されます。なお、日銀国債買入（価格入札）、日銀国債売却、日銀国庫短期証券売却、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合には昇順に、これら以外の場合には降順に表示されます。

（注７）取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）、日銀国庫短期証券買入、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合には「買入価格（円）」と、日銀国債売却または日銀国庫短期証券売却の場合には「売却価格（円）」と、財融資金国債買入の場合には「価格（円）」と表示されます。

（注８）取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）、日銀国庫短期証券買入、日銀基金国庫短期証券買入、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合には「買入価額（円）[A]」と、日銀国債売却または日銀国庫短期証券売却の場合には「売却価額（円）[A]」と、財融資金国債買入の場合には「価額（円）[A]」と表示されます。

（注９）取引種類が日銀国債買入（利回り入札）、日銀国債買入（固定利回り）、日銀国債買入（価格入札）、日銀国庫短期証券買入、国整基金国債買入（利回り入札）、国整基金国債買入（価格入札）または国整基金国債買入（追加入札）の場合には「買入代金（円）」と、日銀国債売却または日銀国庫短期証券売却の場合には「売却代金（円）」と、財融資金国債買入の場合には「代金（円）」と表示されます。

（注10）売買対象国債が国庫短期証券の場合は表示されません。
	（取引種類が日銀国債買現先、日銀国債売現先、日銀国債売現先（国債補完供給）、財融資金国債買現先、
財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合）
（4111-00305）

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局

募  入  決  定  通  知

 以下の取引の募入決定を通知します。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）　　　　　（注１）（注２）　
 　入札要項番号　　　　　　　　　　　　　　　　　取引実行日　　　　　　　　　　　取引通番　　　
 　対象先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売買等種類区分　　　　　　（注１）　
 　　　　　　　　　　（注３）　　（注４）　
 　落札総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売戻・買戻日　　　　（注１）（注５）　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　（注６）　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）（注５）　
 　加重平均割引率等　　　　　　　　　　　　　　　保有日数　　　　　　　 日
 　銘柄別期間利回り等別・期間利回り等別落札額　　　　　　　　　　　　　（注９）
 　　（注７）　　　　　　　　　　　（注８）　
 　銘柄　　　　　（注９）　期間利回り等　　落札額　売買価格算出比率（％）　売却価格（円）　売却代金（円）
 　　　　　契約番号　　　　　　　　　　　　（注４）　　　　　　　　　　　　買戻価格（円）　買戻代金（円）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［100円当り］

 　（注７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　（注７）　　　　　（注９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）


	


（注１）取引種類が財融資金国債買現先、財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合には表示されません。「取引実行日」および「取引通番」は、日銀国債買現先、日銀国債売現先および日銀国債売現先（国債補完供給）の後続事務で使用します（詳しくは利用細則（国債売買等関係事務）第１編を参照してください。）。また、「売買等種類区分」には、取引種類が日銀国債買現先の場合には「１買入」、取引種類が日銀国債売現先または日銀国債売現先（国債補完供給）の場合には「２売却」と表示されます。

（注２）落札総額が０円の場合には表示されません。

（注３）落札総額が０円の場合には「０」（ゼロ）が表示されます。

（注４）金額の単位が表示されます。
（注５）取引種類が日銀国債買現先、日銀国債売現先または日銀国債売現先（国債補完供給）の場合に表示されます。なお、「保有日数」は取引実行日から起算した売戻・買戻日までの日数から１を減じた日数です。

（注６）何も表示されません。
（注７）取引種類が日銀国債売現先、日銀国債売現先（国債補完供給）、財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合に銘柄名称（略称）および銘柄コードが表示されます。

（注８）期間利回りが昇順に表示されます。
（注９）取引種類が日銀国債買現先、財融資金国債買現先、財融資金国債売現先または財融資金国債売現先（銘柄上限）の場合には表示されません。
	（取引種類が日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ
（本店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜金利入札方式＞または日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（本店貸付・１年超）＜固定金利方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜金利入札方式＞、日銀共通担保資金供給オペ（全店貸付・１年超）＜固定金利方式＞の場合）
（4111-00300）

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局
募  入  決  定  通  知
 　以下の取引の募入決定を通知します。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）（注２）　
 　　入札要項番号　　　　　　与信番号　　　　　　　　　借入実行日　　　　　　　　　
 　　対象先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　返済期日　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　（注３） （注４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注５）
 　　落札総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借入日数　　　　　　　 日
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）（注５）
 　　加重平均借入利率　　　　（注６）　　　　　　　　　　　借入金利息　　　　　　　　　　　　　 円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）（注５）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　返済・利息金額　　　　　　　　　　　 円
利息決済日　　   　  　　    　  （注５）

 　　期間利回り等別落札額
 　　期間利回り等(注７) 　　　　落札額
 　　　　　　　　　　　　　　　　（注４）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）


	


（注１）落札総額が０円の場合には表示されません。

（注２）「与信番号」は後続事務で使用します（詳しくは利用細則（入札型電子貸付（共通担保資金供給オペレーション）関係事務）第１編を参照してください。）。
（注３）落札総額が０円の場合には「０」（ゼロ）が表示されます。

（注４）金額の単位が表示されます。
（注５）貸付期間が１年超の場合には、「利息決済日」、「借入日数」、「借入金利息」、「返済・利息金額」については、次表に定めるものが表示されます（なお、貸付期間が１年以内の場合、「利息決済日」については、項目も含めて表示されません。）。
	項目
	表示内容

	利息決済日
	利息徴収日（返済期日を除きます）

	借入日数
	借入実行日の翌日から利息計算期間（１期）の利息徴収日までの日数

	借入金利息
	利息計算期間（１期）にかかる期間利息

	返済・利息金額
	借入金額と利息計算期間（１期）にかかる期間利息の合計額


（注６）利息の算出に当って使用される借入利率が表示されます。
（注７）貸付利率が降順で表示されます。
	（取引種類が日銀ＣＰ等買現先の場合）
（4111-00306）

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局
募  入  決  定  通  知
 　以下の取引の募入決定を通知します。
 　
 　　入札要項番号　　　　
 　　対象先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　（注１） （注２）
 　　落札総額　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）
 　　加重平均割引率等　　　　　　　　　
 　　
 　　期間利回り等別落札額
 　　　　　　　（注４）
 　　期間利回り等　　　落札額
 　　　　　　　　　　　　　（注２）
 　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　（注５）



	


（注１）落札総額が０円の場合には「０」（ゼロ）が表示されます。

（注２）金額の単位が表示されます。
（注３）何も表示されません。

（注４）期間利回りが降順に表示されます。
（注５）落札総額が０円の場合には表示されません。

	（取引種類が日銀手形売出の場合）
（4111-00302）

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本銀行金融市場局
募  入  決  定  通  知
 　以下の取引の募入決定を通知します。
 　
 　　入札要項番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売出日　　　　　　　　
 　　対象先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　満期日　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　（注１） （注２）
 　　落札総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　買受代金　　　　　　　　　　　 円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）
 　　売出割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　割引料　　　　　　　　　　　　 円
 　　
 　　期間利回り等別落札額
 　　

 　　期間利回り等（注４）　落札額
 　　　　　　　　　　　　　（注２）
 　　　　　　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　（注５）



	


（注１）落札総額が０円の場合には「０」（ゼロ）が表示されます。

（注２）金額の単位が表示されます。
（注３）割引料の算出に当って使用される割引率が表示されます。

（注４）割引率が昇順に表示されます。
（注５）落札総額が０円の場合には表示されません。

（５）「入札要項通知・募入決定通知受信」の送信（「募入決定通知」を受信した旨の送信）（応募先のみ）

（４）の「募入決定通知」が出力されると同時に、端末画面に「入札要項通知・募入決定通知受信」の入力画面が表示されます（注）。

応募先は、「募入決定通知」の内容を確認のうえ、所定の端末操作手順（業務処理区分コード411101）に従い、「入札要項通知・募入決定通知受信」を日本銀行に送信します。日本銀行は、当該電文を受信した場合には、その送信を行った応募先に対して、「入札要項通知・募入決定通知受信送信受付済通知」を送信します。

金融調節等入札連絡事務を円滑に運営していくためには、総ての応募先が「募入決定通知」を受信したことを日本銀行において迅速に確認する必要がありますので、「入札要項通知・募入決定通知受信」の送信は、「募入決定通知」受信後、直ちに行ってください。
（注）「入札要項通知・募入決定通知受信」の入力は権限者１鑑方式により行います。このため、オペレータが「募入決定通知」の出力を行っても、「入札要項通知・募入決定通知受信」を送信することができませんので、誤って、オペレータが「募入決定通知」の出力を行った場合には、入力画面のキャンセルボタンを押してください。その後、「入札要項通知・募入決定通知受信」の権限範囲が登録された送信権限者がサインオンを行い、未出力電文一覧または受信電文一覧から「入札要項通知・募入決定通知受信」の入力画面を再度表示したうえで、通知受信の旨の入力を速やかに行ってください。
（６）日銀手形売出の場合の「売出手形取扱（保護預り）通知書」のファクシミリ送信

日銀手形売出の場合には、募入決定通知を受信した応募先のうち募入となった先（以下「買受人」といいます。）は、（４）の規定による「募入決定通知」の受信後２０分以内に、買受を希望する売出手形の取扱いについて「売出手形取扱（保護預り）通知書」（第３号書式）により日本銀行金融市場局までファクシミリ送信してください（ファクシミリ番号は［参考］を参照してください。）。ただし、買受人が、予め、日本銀行との間で、「売出手形保護預り規程」第３条に規定する常時保護預り約定を締結している場合には、「売出手形取扱（保護預り）通知書」の送信は不要です。
８．日銀ネット障害時等の取扱い

日銀ネットの障害その他の事情により日銀ネットを利用して「入札要項通知」または「募入決定通知」の送信ができない場合には、日本銀行は、対象先に対して実施する入札の要項または募入結果について、電話等により通知します。
また、日銀ネットの障害その他の事情によりオンライン応募ができない場合には、日本銀行は、対象先に対して電話等による応募に移行するよう電話等により指示することがあります。

対象先または応募先








「入札要項通知・


募入決定通知受信」の送信





⑤「募入決定通知」受信の旨の送信（応募先のみ）





募入決定通知





④「募入決定通知」の送信（応募先に対してのみ）





「入札要項通知・


募入決定通知受信」の送信








②「入札要項通知」受信の旨の送信





日本銀行





入札要項通知





①「入札要項通知」の送信





「応募通知」


の送信





③応募内容（銘柄、レートまたは価格、金額等）の送信（オンライン応募）





ＥＸ電文受信


手順


利用細則


（共通事務）


第２編Ⅲ．参照





ＲＥＳ電文


ＥＸ応答電文


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅲ．２．


参照








ＥＸ電文受信


手順


利用細則


（共通事務）


第２編Ⅲ．参照








障害時の対応


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅵ．参照









